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令和４年４月１日時点 

吹田市都市公園条例施行規則（昭和３９年吹田市規則第２３号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、吹田市都市公園条例（昭和３９年吹田市条例第２３号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（公園の名称若しくは区域の変更又は廃止の公告） 

第２条 条例第３条の規定により公告する事項は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める事項とする。 

⑴ 公園の名称を変更する場合 公園の新旧の名称及び位置並びに変更の期日

⑵ 公園の区域を変更する場合 公園の名称、位置及び新旧の区域並びに変更の期

日 

⑶ 公園を廃止する場合 公園の名称及び位置並びに廃止の期日

（許可の申請） 

第３条 制限行為、公園施設の設置若しくは管理若しくは占用の許可（以下「使用許

可」という。）又はその内容の変更の許可の申請書及び条例第８条第３項又は第９

条第４項の設計書等は、正副２部を提出しなければならない。 

２ 使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、許可の期間の満了後引き続

き同一の内容の使用許可を受けようとするときは、許可の期間の満了する日の５日

前までに、市長に申請しなければならない。この場合において、市長は、条例第８

条第３項又は第９条第４項の設計書等の添付を省略させることができる。 

（許可） 

第４条 市長は、使用許可又はその内容の変更の許可をするときは、申請書の副本に

必要な事項を記載して押印した許可証を申請者に交付する。 

（許可の期間の上限） 

第５条 条例第１０条第１項の市長が定める期間は、次の各号に掲げる許可の区分に

応じ、当該各号に定める期間とする。 

⑴ 制限行為の許可 １年以内

⑵ 公園施設の設置又は管理の許可 ５年以内

２ 条例第１０条第２項の市長が定める期間は、次の各号に掲げる占用物件の区分に

応じ、当該各号に定める期間とする。 

⑴ 次号から第５号までに掲げる物件以外の物件 ５年以内

⑵ 郵便差出箱若しくは信書便差出箱又は公衆電話所 ３年以内

⑶ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）第７条第１項第

５号に掲げる仮設工作物又は都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以

下「令」という。）第１２条第２項第９号に掲げる施設 ６月以内

⑷ 法第７条第１項第６号に掲げる仮設工作物、令第１２条第２項第７号に掲げる

工事用施設又は同項第８号に掲げる工事用材料の置場 ３月以内

⑸ 法第７条第２項に規定する社会福祉施設 １０年以内

３ 使用許可の内容の変更の許可をする場合における前２項の規定の適用に関し必要
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な事項は、市長が定める。 

（届出） 

第６条 条例第１１条の届出は、届出に係る事実を証する書類を添えて行わなければ

ならない。 

２ 使用者は、使用者又は保証人の氏名又は住所（法人にあつては、名称、所在地又

は代表者の氏名）に変更があつたときは、速やかに、その事実を証する書類を添え

て、市長に届け出なければならない。 

（使用料の額） 

第７条 条例第１２条第１項の市長が定める額は、条例別表第１から別表第３までに

定める額とする。 

２ 使用料の額は、次に定めるところにより算定する。 

⑴ 年を単位とする使用料の額を算定する場合において、許可の期間に１年未満の

端数があるとき又は許可の期間が１年未満であるときは、月割計算により算定す

る。 

⑵ 月を単位とする使用料の額を算定する場合又は前号の場合において、許可の期

間に１月未満の端数があるとき又は許可の期間が１月未満であるときは、これを

１月として算定する。 

⑶ 平方メートル又はメートルを単位とする使用料の額を算定する場合において、

使用許可の内容に１平方メートル若しくは１メートル未満の端数があるとき又は

使用許可の内容が１平方メートル若しくは１メートル未満であるときは、これを

１平方メートル又は１メートルとして算定する。 

⑷ 前３号の規定により計算した額に１０円未満の端数があるとき又はその全額が

１０円未満であるときは、これを１０円として算定する。 

３ 使用許可の内容の変更の許可を受けた場合の使用料の額は、前項各号及び次に定

めるところにより算定する。 

⑴ 制限行為の内容、設置する公園施設の種類、管理する公園施設の種類及び位置

又は占用物件の種類の変更をしたときは、変更後の使用許可の内容について新た

に算定する。 

⑵ 前号に規定する変更以外の変更をしたときは、変更後の使用許可の内容のうち

変更により追加する部分について新たに算定する。 

（使用料の減額又は免除） 

第８条 条例第１２条第３項の規定により使用料を減額し、又は免除する場合は、次

のとおりとする。 

⑴ 国又は地方公共的団体が主催して制限行為を行う場合は、免除する。 

⑵ その他市長が特別の理由があると認める場合は、市長が定めるところにより減

額し、又は免除する。 

２ 使用料の減額又は免除を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した使用料

減額・免除申請書及び市長が必要と認める書類の正副２部を市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 申請者の氏名及び住所（法人にあつては、名称、所在地、代表者の氏名及び事

業の内容。以下同じ。） 
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⑵ 申請に係る制限行為の内容又は公園施設若しくは占用物件の種類 

⑶ 減額又は免除の理由 

３ 市長は、使用料の減額又は免除をするときは、使用料減額・免除申請書の副本に

必要な事項を記載して押印した通知書を申請者に交付する。 

（使用料の還付） 

第９条 条例第１２条第４項ただし書の規定により使用料の還付を行う場合及びその

額は、次のとおりとする。 

⑴ 条例第１２条第４項第１号に該当する場合 使用許可に基づく行為をすること

ができない期間に係る使用料の額 

⑵ 条例第１２条第４項第２号に該当する場合（使用者の責めに帰することができ

ない理由により使用許可を取り消した場合に限る。） 使用許可を取り消した期

間に係る使用料の額 

⑶ 条例第１２条第４項第３号に該当する場合 市長が定める額 

２ 年又は月を単位とする使用料の還付を行う場合において、還付の対象となる期間

に１月未満の端数があるとき又は還付の対象となる期間が１月未満であるときは、

これを切り捨てる。 

３ 前２項の規定により計算した還付額に１円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

４ 使用料の還付を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載して押印した使用料

還付申請書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 申請者の氏名及び住所 

⑵ 許可を受けた制限行為の内容又は公園施設若しくは占用物件の種類 

（保証人） 

第１０条 条例第１４条第１項の保証人は、市内に居住する者でなければならない。 

２ 市長は、保証人が市内に居住しなくなつたときその他保証人が適当でないと認め

るときは、その変更を求めることができる。 

３ 保証人は、市に対し、使用者と連帯して、使用許可に基づく債務及び使用許可に

基づく行為によつて生じた債務を弁済する責任を負う。 

（保証金） 

第１１条 条例第１４条第１項の保証金の額は、当該使用料の額の３倍に相当する額

とする。 

２ 保証金には、利子を付さない。 

（遊園への準用） 

第１２条 第３条から前条までの規定は、遊園について準用する。 

（指定管理者の指定） 

第１３条 指定管理者の指定を受けようとする団体は、市長が定める期間内に、指定

管理者指定申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 団体の収支予算書、収支決算書及び事業報告書 

⑶ 定款、寄附行為、会則又はこれらに類する書類 

⑷ 団体の概要を記載した書類 
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⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、条例第２０条第２項の規定により指定管理者を指定したときは、速やか

に、その旨を前項の申請書を提出した団体に通知するものとする。 

（指定期間） 

第１４条 指定管理者の指定の期間は、５年以上２０年以下とする。 

（指定管理者の遵守事項） 

第１５条 指定管理者は、市民が公園及び遊園（以下「公園等」という。）を利用す

ることについて、不当な差別的取扱いをしてはならない。 

２ 指定管理者は、個人情報の取扱いに当たつては、個人の権利利益を侵害すること

のないよう必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定管理者の役員及びその職員は、職務上知り得た個人情報の内容を漏らしては

ならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（指定の取消し等） 

第１６条 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、条例第２０

条第４項の規定により、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部

又は一部の停止を命ずることができる。 

⑴ 条例第２０条第１項に規定する団体でなくなつたとき。 

⑵ 条例第２０条第３項の指示に従わないとき。 

⑶ 前条の規定に違反したとき。 

（読替え） 

第１７条 指定管理者が公園等の管理を行う場合におけるこの規則の規定の適用につ

いては、第３条第２項前段、第４条及び第６条第２項中「市長」とあるのは、「市

長又は指定管理者」とする。 

（選定委員会の委員の委嘱） 

第１８条 指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）の委員は、

次に掲げる者について市長が委嘱する。 

⑴ 学識経験者 ３人以内 

⑵ 公園若しくは公園施設の管理運営又は公園の再整備に関し専門的知識又は経験

を有する者 １人以内 

⑶ 公認会計士、税理士その他会計に関し専門的知識又は経験を有する者 １人以

内 

（選定委員会の委員長及び副委員長） 

第１９条 選定委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、選定委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（選定委員会の会議） 

第２０条 選定委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 選定委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 選定委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 
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（選定委員会の意見の聴取等） 

第２１条 選定委員会は、必要に応じ、委員以外の者に会議への出席を求めてその意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（選定委員会の運営に関する事項） 

第２２条 前３条に定めるもののほか、選定委員会の運営に関し必要な事項は、選定

委員会の意見を聴いて委員長が定める。 

（選定委員会の庶務） 

第２３条 選定委員会の庶務は、土木部公園みどり室において処理する。 

（申請書等の様式） 

第２４条 条例及びこの規則に規定する申請書等の様式は、土木部長が定める。 

（委任） 

第２５条 この規則に定めるもののほか、公園等の管理に関し必要な事項は、土木部

長が定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日か施行する。 

附 則 …略… 

附 則（令和３年吹田市規則第２０号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第１１条の次に１２条を加

える改正規定（第１７条に係る部分に限る。）は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 


